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には、イギリス、オランダ、スウェーデンの 3 カ国を比較国として選定した。WLB の議

























はありません。   2















  現在の日本の状況において、WLB 社会の実現がなぜ求められるのか、については、
すでに上記 WLB 憲章に至る議論においても議論が深められ収斂してきたといえよう。








  本稿では、我が国の WLB の現状について、企業レベルで取り組む WLB 施策、ある
いは職場におけるマネジメントという視点からアプローチを行う。「働き方」の決定
においてきわめて重要な役割を担う企業組織が、 従業員の WLB 実現のためにどのよう
な対応をすべきなのかを考えたい。そのために、働く現場で起きている仕事と生活の






                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        














ータルでみると WLB が実現しているとは言い難い状況にあるといえる。 この点を含め
て、社会全体の WLB の実現を検討することが必要である。そして、この WLB の実現







員といわゆる非正社員の格差問題は WLB を検討する上で重要なテーマであり、 研究の
対象を正社員に限定することで WLB の議論の範囲を限定することになるが、 ここでは
長時間労働に象徴される働き方の課題を集約することに焦点を当て、正社員の働き方
の問題に絞って議論を進める。 





節において、 働き方と関連する企業組織における WLB の取組について、 アンケート調
査の分析により日本の課題を掘り下げている。続く第 5 節では、本研究で実施したイ
ギリスにおけるインタビュー調査を踏まえ、 イギリスの企業の WLB の先進的な取組の
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
2  本書の執筆段階において、研究は終了しておらず、調査・分析も中間段階にあり、最終
的な分析結果等は 2011 年に取りまとめる予定の報告書を参照されたい。 




２．  研究の視点とＷＬＢの概念の整理 
2-1  国際比較の視点と研究内容 
  経済産業研究所の研究プロジェクトにおいて、「ワーク・ライフ・バランス施策の









ス政策の推進は重要な政策課題と位置付けられてきた。1997 年に批准された「第 1 期 
欧州雇用戦略」（対象期間は 1998～2002 年）により、加盟国はこの戦略に即した政策
の遂行を求められることとなる。具体的には、2000 年にリスボンで開催された理事会
で、EU の今後 10 年間の戦略的目標に関し、「より多くより良い雇用とより強い社会
的連帯を確保しつつ、持続的な経済発展を達成し得る、世界で最も競争力があり、か
つ力強い、知識経済（knowledge-based economy）」という方針が掲げられ、男女機会
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
3  アンケート調査の概要は以下のとおりである。なお、本アンケート調査は、内閣府経済
社会総合研究所（ドイツを担当）と協力して実施している。 
①  日本：企業調査及び個人調査 





有効回答：企業調査は 1677 社、個人調査は 10069 人 
調査実施時期：2009 年 12 月-2010 年 1 月 
②  イギリス：企業調査及び個人調査 
対象 ： 企業調査は従業員250人以上の企業約200社を対象に人事部門に調査を依頼。
個人調査は、Toluna 社のモニターから、規模 250 人以上の民間企業に勤務するホ
ワイトカラー正社員（permanent  worker）。 
方法：企業調査は、 人事担当マネジャーに対する電話調査。 個人調査は、 web 調査。  
有効回答：企業調査は 202 社、個人調査は 979 人 
調査実施時期：企業調査は 2010 年 2 月-2010 年 6 月。個人調査は 2010 年 7 月。 
③  オランダ、スウェーデン：企業調査 
対象 ： 企業調査を従業員250人以上の企業約100社を対象に人事部門に調査を依頼。  
方法：人事担当マネジャーに対する電話調査。 
有効回答：オランダ 100 社。スウェーデン 100 社。 
調査実施時期： 2010 年 2 月-2010 年 6 月。 
 
4  本稿では経済産業研究所が実施した 3 カ国を分析対象とする。   5
均等政策が一つの重要政策となる。同理事会において、 「フル就業（full employment）」
という大きな目標が掲げられるとともに、EU 全体としての就業率の目標値が設定さ
れ、2010 年までに 15～64 歳層の就業率を 70％（2000 年時点で 61％）に、女性の就業
率を 60％（同 51％）に引き上げることとした。さらに 2010 年の欧州理事会で、雇用
や成長に関する今後 10 年の政策方針である「Europe 2020」が合意され、ここで、男女







であるとされ、 そのために WLB 政策が重要政策として位置づけられ、 関連政策が展開
されてきた。 









しかし、各国の WLB 政策には、それぞれに異なる特徴も指摘できる。 
イギリスは、 アメリカと近い市場重視の国とみられることもある （Hass [2003]など） 。
そもそも、EU の中でも長時間労働が多いイギリスでは、90 年代まで労働条件の決定
は労使に委ねる傾向が強く、育児サービスなどの福祉も十分とはいえなかった。しか
し、 5 節で詳述するように 90 年代後半から様々な労働市場政策や労働条件改革により、
労働条件の高い国に位置づけられていると考えられる。 
  オランダは、80 年代の国をあげてのワークシェアリング政策により就業時間の選択
肢を拡大し、1996 年にはパートタイム労働者とフルタイム労働者の均等待遇が法制化




されている。   6




  以上、イギリス、オランダ、スウェーデンは、EU の中でも労働条件面で高いレベル
と評価されつつも、それぞれ固有の WLB 政策を展開してきている。なお、以下本稿で
はこれら 3 カ国のうち、個人調査のデータも利用できるイギリスの状況を主に参照し
ながら分析を進めていくこととしたい。 イギリスの WLB 政策は、 働き方の柔軟性を高




2-2  日本における WLB の議論の展開 
  次に、日本の WLB の議論について整理しておきたい。 
  我が国では、WLB という概念に先立って、「ファミリー・フレンドリー」という考
え方が広がっていた



















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
5  労働省[1999]において、 「ファミリー・フレンドリー企業」 についての考え方が整理され、


























2-3  「バランス」の多様性 
  WLB に対する一般の認知度が高まってきているが、その意味する内容については、
必ずしも正しく理解されているとは言い難い面もある。 企業の人事政策の中で WLB 施
策の推進を掲げるケースが増えているが、その意味するところは、女性の活躍推進、
仕事と育児・介護の両立支援、恒常的な長時間労働の是正、非正規労働者の活用など、
多義的である。いずれも WLB の一つの側面を取り上げてはいるが、WLB を一面的か
らのみとらえることの弊害も大きい。 



































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        






ている。   9
法的措置により導入を義務付けるということになるが、企業の経営と真っ向から対抗
する施策であるとすれば、それが社会の中で有効に活用されることは期待できない。 




る分析を行った Bloom et.al.[2006]では、WLB 施策の実施は企業の業績に影響がみられ
ないが、Konrad and Mangel[2000]においては、専門職比率や女性比率が高いと WLB 施
策が生産性にプラスの影響を及ぼすことを導いている。 

















３．  国際比較からみた日本の働き方の現状 






加盟国 24 か国の比較分析を行った結果、日本の女性の労働力率は、15~64 歳の平均で
60.8％（全体の平均は 66.8％）で 17 番目、出産・育児期にあたる 25~44 歳では 67.6％
（同 77.4％）で 22 番目という低さである（2000 年時点）。25~44 歳の女性労働力率が
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
7  これらの研究サーベイは、武石[2006a]でまとめている。 
8  オリジナルな研究はニッセイ基礎研究所[2005,2006]が詳しい。   10
日本よりも低いのはイタリアと韓国である。 6 歳未満の子供のいる女性の労働力率につ




































を解釈する必要がある。   11
と、労働力構成において大きなジェンダーバイアスが生じることになる。 







3-2  労働時間の長さ 
  日本人の働き方を語るとき、「長時間労働」は重要なキーワードとなる。 
 小 倉 [2008]の労働時間に関する国際比較によれば、日本は、雇用者１人平均年間総実
労働時間が長く、また、週に 49 時間以上働く者の割合は先進国の中ではかなり高く、
所定外労働時間の長さや年次有給休暇の日数が少ないことが指摘されている。国際比
較では 49 時間以上のデータしかとれないが、日本で週 60 時間以上働く労働者が男性




均労働時間が 50 時間以上という企業が、日本では 9.7％であるが、他の 3 カ国はほと
んどない。一方で、正社員の週の平均労働時間が 40 時間未満の企業は、日本 17.4％に
対し、イギリスは 57.4％、オランダは 45.0％、スウェーデン 36.0％であった（表 1①）。  
アンケート調査（個人調査）では、日本の労働時間の長さは一目瞭然である。イギ
リスでは 50 時間未満が男性 84.6％、 女性 92.3％、 男女計で 88.6％と大多数を占めるが、






（51.0％）では 5 割を超え、比較的少ないスウェーデンも 14.0％である。日本の管理職
の労働時間の長さは顕著であり、アンケート調査（個人調査）により 50 時間以上の割
合を確認すると、一般職社員 19.2％に対して、課長職 42.8％、部長職 41.3％と 4 割を
超える。イギリスも課長職で 18.5％、部長職で 26.2％と一般社員（6.5％）に比べると
高いが、ここでは日英の水準の違いを指摘したい（表 1③）。  







表 1  正社員の週当たり平均労働時間 
①  企業調査による企業全体の平均時間数 
 
②  個人調査による平均時間数 
 






















日本 規模計 1677 17.4 43.9 19.5 7.6 1.0 1.1 9.4
250人未満 1101 17.3 44.5 18.5 7.6 1.3 1.5 9.4
250-999人 419 16.7 43.0 21.5 8.4 0.5 0.5 9.5
1000人以上 118 20.3 44.9 18.6 4.2 0.0 0.8 11.0
イギリス 202 57.4 29.2 5.9 1.0 0.0 0.0 6.4
オランダ 100 45.0 47.0 1.0 2.0 0.0 0.0 5.0



















日本 男女計 10069 11.8 33.4 21.4 16.8 4.0 5.7 1.2 0.3 5.5
男性 6708 8.8 27.3 23.6 21.1 5.1 7.7 1.7 0.5 4.3
女性 3258 18.0 45.8 17.2 8.0 1.8 1.6 0.2 0.0 7.4
イギリス 男女計 979 51.2 25.1 12.3 6.0 1.6 2.5 0.6 0.7 0.0
男性 473 39.7 29.0 15.9 8.2 3.0 2.5 0.6 1.1 0.0



















日本 役職計 10069 11.8 33.4 21.4 16.8 4.0 5.7 1.2 0.3 5.5
一般社員 4671 14.1 41.6 18.3 12.2 2.5 3.7 0.6 0.2 6.8
係長など 2745 10.8 30.8 23.4 17.5 4.6 6.2 1.5 0.5 4.8
課長 1905 8.1 20.7 24.8 24.5 6.4 9.1 2.4 0.4 3.6
部長以上 651 8.6 22.0 25.3 25.0 6.1 8.1 1.4 0.6 2.8
イギリス 役職計 979 51.2 25.1 12.3 6.0 1.6 2.5 0.6 0.7 0.0
一般社員 613 61.8 23.5 8.2 3.6 0.8 1.3 0.2 0.7 0.0
係長など 114 46.5 23.7 15.8 6.1 2.6 2.6 2.6 0.0 0.0
課長 130 30.0 34.6 16.9 10.8 2.3 4.6 0.8 0.0 0.0








































































したい。日本では 9 割以上が「フルタイムの通常勤務」であるが、イギリスでは、 「フ
ルタイムの通常勤務」が最も多いものの、「フレックスタイム勤務」や「短時間勤務」





  図 2 現在の勤務形態（個人調査、複数回答） 
 
 
3-4  就業場所の柔軟性 
 我 が 国 のWLB の議論は、労働時間の問題に議論が集中する傾向が強い。しかし、
EU やアメリカでは、就業場所を柔軟に選択できる在宅勤務制度が注目されている。 




















































イギリス 女性(n=506)  15
方に立って推進されている。2002  年に SIBIS  （Statistical Indicators Benchmarking the 













４．  企業における WLB 施策の現状と課題 















以下では、 企業の人事施策としてのレベルと職場レベルに分けて、 従業員の WLB の
実現につながる要因を明らかにしていきたい。 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
10  （独）労働政策研究・研修機構[2008]によれば、テレワークを実施する上での問題や課
題として回答割合が高いのは、「労働時間の管理が難しい」と「情報セキュリティの確保
に問題がある」の 2 項目である。   16
4-2  人事施策としての WLB 支援策 




すべきと考えていますか」という WLB への取組姿勢を尋ねるもの、もう一つは、 「貴
社は同業他社に比べ社員の仕事と生活の調査 （WLB） に積極的に取り組んでいますか」







ている割合は 4 割にのぼっている（表 2）。 
 
表 2  WLB の取組姿勢と取組状況 
①  取組姿勢（企業調査）：どの程度社員の生活に配慮すべきか 
（0：配慮する必要は全くない  －  10：当然配慮すべきである） 
 
 
②  取組状況（企業調査）：同業他社に比べ WLB の施策に取り組んでいるか 




ｎ01234567891 0 無 回 答 平均
日本 規模計 1677 0.1 0.1 0.3 2.0 1.8 17.5 12.6 25.5 27.1 5.5 7.0 0.5 6.95
250人未満 1101 0.2 0.1 0.2 1.8 2.1 18.6 12.9 25.9 26.2 5.0 6.5 0.5 6.89
250-999人 419 0.0 0.2 0.7 3.1 1.9 15.8 11.5 24.6 30.5 5.3 6.0 0.5 6.93
1000人以上 118 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.2 12.7 28.8 25.4 8.5 14.4 0.0 7.53
イギリス 202 1.0 0.5 2.5 4.0 4.5 15.8 8.4 21.8 19.8 4.0 15.8 2.0 6.85
オランダ 100 1.0 0.0 1.0 2.0 4.0 7.0 16.0 30.0 32.0 6.0 1.0 0.0 6.85
スウェーデン 100 2.0 1.0 3.0 2.0 4.0 16.0 5.0 25.0 24.0 8.0 9.0 1.0 6.75
(%) （ポイント）
ｎ01234567891 0 無 回 答 平均
日本 規模計 1677 0.8 1.2 2.4 7.4 6.0 32.3 15.4 14.7 12.5 3.5 3.0 0.8 5.75
250人未満 1101 1.0 1.1 2.4 8.2 6.1 33.5 15.9 13.9 11.2 3.3 2.7 0.8 5.66
250-999人 419 0.5 1.4 2.9 6.9 6.4 29.6 14.6 17.2 14.6 3.1 1.9 1.0 5.78
1000人以上 118 0.0 0.8 0.8 2.5 2.5 28.8 13.6 17.8 19.5 5.1 8.5 0.0 6.57
イギリス 202 3.0 1.5 1.0 4.0 5.4 14.4 12.4 19.3 22.3 4.0 12.9 0.0 6.28
オランダ 100 2.0 0.0 2.0 4.0 3.0 22.0 15.0 27.0 16.0 7.0 2.0 0.0 6.28
スウェーデン 100 9.0 0.0 4.0 3.0 3.0 27.0 11.0 18.0 15.0 3.0 7.0 0.0 5.73  17
 
③  取組状況（個人調査）：同業他社に比べ WLB の施策に取り組んでいるか 





  それでは、日本の企業の取組状況にはどのような課題があるのだろうか。 
アンケート調査（企業調査）では、WLB に関する制度や取組の有無を尋ねている。






















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
11 WLB の取組状況のポイントを被説明変数として、規模、業種をコントロールして制度
導入状況を説明変数とする分析を行った結果である。また、WLB 支援制度に関しては、調
査で 15 の制度等を尋ねており、これを使用している。 
(%) （ポイント）
ｎ01234567891 0 無 回 答 平 均
日本 男女計 10069 5.1 3.8 7.6 13.3 8.6 23.9 10.2 11.4 9.8 2.4 1.8 2.2 4.82
男性 6708 4.8 3.8 7.9 13.3 8.2 23.7 11.1 11.9 9.9 2.2 1.6 1.5 4.84
女性 3258 5.8 3.7 7.0 13.5 9.1 24.4 8.3 10.3 9.9 2.7 2.1 3.0 4.78
イギリス 男女計 979 10.4 2.6 5.8 9.2 6.7 21.0 10.9 16.8 9.2 2.5 4.9 0.0 5.01
男性 473 8.7 2.7 6.3 9.3 6.1 23.5 11.2 16.1 9.7 2.1 4.2 0.0 5.04
女性 506 12.1 2.4 5.3 9.1 7.3 18.8 10.7 17.4 8.7 2.8 5.5 0.0 4.99  18




























































4-3  従業員からみた WLB 支援策 
それでは、 企業が取り組む WLB 支援策について、 従業員はどのように認識している
のだろうか。 
WLB に対する企業の取組姿勢 （ 「あなたの現在の勤め先の会社は、 同業他社に比べ、



























































































































0.0  20.0  40.0  60.0  80.0 
プラスの影響と回答した割合 マイナスの影響と回答した割合 影響はないと回答した割合  20
化） を表 2③に示した。 企業の回答と比較すると、 相関係数は.015 と関連がみられない。




る。 企業の取組が従業員の理解とずれていると、 せっかくの WLB 支援が期待した効果
をあげないこととなり、問題があるといえる。 




とは、 企業の WLB への取組状況に対する評価に影響をもっている。 さらに重要な点と

























日本 男女計 10069 16.8 48.4 16.2 13.6 1.9 3.2
男性 6708 17.8 49.6 15.2 12.2 1.9 3.2
女性 3258 14.8 46.1 18.4 16.4 1.8 2.6
イギリス 男女計 979 16.2 50.9 10.2 18.7 4.0 0.0
男性 473 16.3 48.0 12.3 18.6 4.9 0.0




































日本 男女計 10069 9.7 31.6 37.6 13.9 5.9 1.3 12.3 37.9 30.4 13.0 5.2 1.2
男性 6708 9.4 31.4 38.3 14.3 6.3 0.3 12.0 37.5 31.1 13.4 5.7 0.2
女性 3258 10.6 32.9 36.9 13.4 5.3 0.9 13.2 39.5 29.6 12.6 4.3 0.8
イギリス 男女計 979 16.0 45.0 13.7 17.6 7.7 0.0 23.2 41.9 17.3 12.0 5.7 0.0
男性 473 16.5 42.9 13.5 18.8 8.2 0.0 25.6 37.2 20.5 10.4 6.3 0.0




































日本 男女計 10069 9.7 31.2 34.8 15.9 7.1 1.3 8.0 28.0 31.9 20.7 10.0 1.4
男性 6708 8.5 29.8 36.5 17.0 7.9 0.3 7.4 27.7 33.2 20.9 10.4 0.3
女性 3258 12.5 34.7 32.3 14.1 5.6 0.8 9.5 29.2 29.9 20.9 9.4 1.0
イギリス 男女計 979 23.0 43.4 12.5 15.2 5.9 0.0 21.0 39.4 14.6 17.5 7.5 0.0
男性 473 22.4 43.3 14.0 13.3 7.0 0.0 19.9 38.3 16.5 18.0 7.4 0.0
女性 506 23.5 43.5 11.1 17.0 4.9 0.0 22.1 40.5 12.8 17.0 7.5 0.0  21






4-4  職場マネジメントと従業員の働き方 
それでは、先に述べた「2 階部分」に相当する職場マネジメントと従業員の WLB や
働き方の関係について、アンケート調査（個人調査）により分析を進めたい。 




















①  仕事の特徴について 
・締切や納期にゆとりがない（日本 3.36p＜イギリス 4.13p） 
・仕事の手順を自分で決めることができる（日本 4.06p＞イギリス 3.40p） 





5 択について、「あてはまる」を 5 点、「あてはまらない」を 1 点としてポイントを算出







②  上司の職場管理の特徴 
・急な仕事に対応することが自分自身の評判につながる（日本 3.26p＜イギ
リス 3.98p） 
・ 残業や休日出勤に応じる人が高く評価される （日本 2.38p＜イギリス 3.15p）  











・性別にかかわりなく能力を発揮できる（日本 3.37p＜イギリス 4.10p） 
・性別や役職に関係なく育児や介護など家庭の事情で仕事を休むことは当









それでは職場マネジメントの特徴は、 従業員の WLB の実現とどのような関連を持っ
ているのだろうか。 
日本とイギリスを比較した結果、日本で労働時間が相当程度長く、過剰就業の割合




として、 企業の WLB に関する四つの制度導入の有無 （個人調査結果を使ったダミー変
数）と、職場の特徴に関する五つの変数
13である。分析結果を表 4 に示す。 
週の労働時間という客観的な状況と、 過剰就業の意識、 あるいは WLB の満足度に及
ぼす影響は必ずしも同じではないことがわかる。特に制度の有無の効果が安定してお
らず、 過剰就業や WLB 満足度に制度の有無が一定の強い影響を及ぼしているとは言え
ない。 
一方で、職場の状況は重要で、仕事の量、支援的な上司の存在、職場で労働時間削
減の取組をしていることは、 労働時間短縮や WLB の意識にプラスの影響を及ぼしてい
る。互いに助け合う職場風土が、長時間労働とプラスの関係であるが、過剰就業意識
にはマイナス、WLB 満足度にはプラスとなった。これは長時間労働という忙しい職場
























り組んでいるか否かのダミー変数を投入した。   24
 



















表 5  仕事の特徴、職場の特徴のタイプ別にみた個人の意識等 
企業の制度導入（個人調査から）
育児・介護休業制度ありダミー -1.153 *** .088 .004
短時間勤務制度ありダミー -.335 .055 .107 *
フレックスタイム制度ありダミー .120 .129 * -.015
在宅勤務制度ありダミー -1.355 *** .213 * -.045
職場の状況
仕事量 .853 *** .163 *** -.317 ***
仕事の裁量性 -.012 -.008 .069 ***
残業や休日出勤を評価する風土 .007 .036 -.126 ***
支援的上司 -.041 *** -.021 *** .029 ***
助け合い職場 .090 ** -.028 *** .079 ***











































仕事量多い、裁量性高い 3376 46.11 3.32 3.59 3.67 3.42 2.96 3.08 2.90 2.46 2.96
仕事量多い、裁量性低い 2444 46.44 2.98 3.07 3.39 3.06 2.61 2.81 2.63 2.25 2.74
仕事量少ない、裁量性高い 2150 42.59 3.54 3.67 3.71 3.54 3.03 3.68 3.51 2.69 3.28
仕事量少ない、裁量性低い 1944 42.85 3.17 3.14 3.39 3.18 2.74 3.39 3.24 2.55 3.04
職場の特徴
上司支援高い、職場支援高い 3342 44.55 3.52 3.73 3.97 3.92 3.28 3.48 3.31 2.81 3.26
上司支援高い、職場支援低い 1807 44.33 3.30 3.44 3.45 3.54 2.94 3.28 3.08 2.55 3.00
上司支援低い、職場支援高い 1550 45.33 3.18 3.33 3.71 2.98 2.68 3.11 2.92 2.30 2.97















































仕事量多い、裁量性高い 3376 3.33 3.37 3.46 3.15 3.37 3.45 3.08 3.37 3.52
仕事量多い、裁量性低い 2444 3.04 3.07 3.00 2.87 3.00 3.13 2.73 3.05 3.16
仕事量少ない、裁量性高い 2150 3.42 3.29 3.41 3.13 3.44 3.43 3.16 3.36 3.72
仕事量少ない、裁量性低い 1944 3.17 3.03 3.01 2.91 3.16 3.20 2.89 3.13 3.39
職場の特徴
上司支援高い、職場支援高い 3342 3.61 3.52 3.67 3.26 3.65 3.75 3.37 3.68 3.86
上司支援高い、職場支援低い 1807 3.26 3.27 3.28 3.03 3.23 3.30 2.95 3.23 3.47
上司支援低い、職場支援高い 1550 3.18 3.08 3.16 3.03 3.28 3.34 2.94 3.22 3.52
上司支援低い、職場支援低い 3075 2.88 2.91 2.82 2.78 2.81 2.85 2.58 2.78 2.96
ｎ  26




有意水準：*** p<.01, **p<.05, *<.10 
 
 
4-5  分析結果の総括 
  以上、調査結果をもとに、WLB を実現する企業の取組や職場の要因について分析を
進めてきたが、主な結果は以下のとおりである。 
  まず、日本の企業は、WLB への取組の重要性を認識してはいるが、実際の取組状況
に関しては取組姿勢が必ずしも反映されてはいない。WLB への取組状況の評価は企業
と従業員との間にギャップが存在し、従業員の評価が全般に低い傾向がみられている。  




  従業員サイドから WLB の実現という点で現状を分析すると、 企業の制度以上に、 自
身の働き方や職場のマネジメントや風土の重要性が指摘できる。仕事量の多さは長時









育児・介護休業制度ありダミー .030 .063 .201 ** -.005 .090 .104
短時間勤務制度ありダミー -.026 -.030 .104 ** .160 *** .127 ** .189 ***
フレックスタイム制度ありダ .115 ** .034 .107 ** .159 *** .084 .068
在宅勤務制度ありダミー -.108 -.099 .014 .016 .087 -.005
仕事量 .048 *** -.023 * .036 *** -.013 .028 ** -.095 ***
仕事の裁量性 .072 *** .068 *** .046 *** .073 *** .031 *** .069 ***
残業や休日出勤を評価する風土 .058 ** -.012 .044 * .062 ** .025 -.117 ***
支援的上司 .020 *** .039 *** .053 *** .051 *** .064 *** .042 ***
助け合い職場 .095 *** .176 *** .205 *** .181 *** .185 *** .190 ***





















５．  イギリスにおける WLB の取組 









特徴があり、企業の取組推進を WLB 政策の中心に据える点など、日本の WLB 政策を
進める上で参考になる点が多いのがイギリスである。 ここでは、 イギリスの WLB 政策
を概観した上で、先進的な企業の取組事例からその現状及び課題をまとめ、日本にお
ける WLB の方向性を検討する材料としたい。 
イギリスは、 1990 年代後半以降の労働党政権の下で、 WLB 政策が積極的に推進され
た。イギリスは、EU の中でも長時間労働の国であり、全国的な労働組合組織である
TUC（Trade Union Congress）は、長い間長時間労働の是正を求める運動を展開してき
た。イギリスの WLB 政策は、1990 年代後半以降、企業の自主的な取組を支援するこ
とからスタートしている。イギリスでは、労働時間が長いにも関わらず、生産性が低
いという問題が指摘されており、 経営的な課題認識から WLB 施策に注目が集まるよう
になる。女性の就業率の上昇、共働き世帯の増加などの社会的な変化を受け、働く人
に対して柔軟な雇用制度を提供することは、人材の確保や定着、モチベーションの向




まず、「EU 労働時間指令」を受けて 1998 年に労働時間規制が行われた。これによ
り、 労働時間の上限を週 48 時間とすること、 労働時間 6  時間当たりの休憩時間の設定、
最低 4  週間の年次有給休暇の付与、深夜（22 時から 7 時まで）労働時間の制限、など
が規定された。ただし例外規定として、労働者は個別に合意すれば、週 48 時間を超え
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
14  イギリスの事例は、本研究の一環として、2010 年 9 月に筆者らが実施したイギリスの企
業等に対するインタビュー結果をもとに執筆している。また、イギリスの WLB の取組の
経緯については労働政策研究・研修機構 [2005]が詳しい。 
15  イギリスの WLB の法的な対応については、内藤[2010]に詳しい。   28
て働くことができる（オプト・アウト）。 
イギリスの WLB 政策では、2002 年雇用法（Employment Act 2002）が注目される。
この法律で、父親休暇が新設され、父親が、子供の誕生から 8  週以内に連続する 1  週
又は 2  週の有給休暇が取得できることとなった。さらにこの法律で重要なのが、柔軟
な働き方（flexible working）を要求する権利が新設されたことである。勤続年数など一
定の要件を満たす労働者が 6 歳未満（障がいがある場合には 18 歳未満）の子の養育の
ために、事業主に対して弾力的に働くための労働条件の変更を申請できる権利を有す
るというものであり、2007 年 4 月からは、成人の家族等の看護・介護を行う者にも適























こうしたイギリスの全体的な状況の中で、WLB に積極的に取り組む大手企業 2 社の
事例を紹介する。 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
16  イギリス政府組織再編により、2007 年 6 月に DTI が 2 つの組織に改組され、WLB 政策
は DTI から BERR に引き継がれた。   29
5-2  大手通信企業Ａ社の事例 
Ａ社は、イギリスでも WLB に積極的に取り組む企業として知名度が高い企業であ
る。 
































   30
5-3  大手製薬会社Ｂ社の事例 
  B 社はグローバルに展開する製薬企業で、全世界に約 10 万人の従業員を雇用する。 










  A 社と同様に、B 社においてもすべての従業員が働き方を申請できる仕組みとなっ
ており、2003 年の雇用法施行への対応ということではなく、経営的な重要性から働き
方の柔軟化を進めていると指摘する。Flexible Work は、従業員の WLB 支援、従業員福
祉、特定の従業員に限定した取組ではなく、従業員の裁量度を高めることにより生産
性を高め経営的にもメリットがあると位置づけられている。 従業員の WLB 支援のため
にFlexible Workがあるのではなく、 ビジネス上のニーズからFlexible Workが重視され、





















5-4 ま と め  














ている。事例に取り上げた 2 社は、Flexible Work を特定の対象に限定せず、すべての











   
６．  日本における「働き方」改革に向けた課題 
  以上の分析結果を踏まえ、 日本において WLB を実現するために何が必要かについて
まとめたい。 
  本稿では、 働き方改革を進めることが WLB に実現につながるいう観点から分析を進





























スの企業事例から学ぶことができる。 イギリスの事例企業では、 従業員の WLB 実現の




  以上は WLB を実現するために企業が検討すべき課題といえる。 こうした企業の取組
を促進し、支援することが政策には求められる。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        



















管理職に関しては、2010 年 6 月に施行された改正育児・介護休業法における所定労
働時間の短縮措置を講じなくてもよいこととなっているが、 管理職の WLB 実現という
観点からこうした対応について検討が加えられるべきである。日本で管理職の短時間
勤務者はごく少数にとどまっており、 管理職層の働き方を変えていくことの WLB への
影響は極めて大きなものがあると考えられる。 
  企業の WLB を進める上で経営戦略との整合性の重要性を指摘したが、 政策において
も、WLB 政策をどのような観点で実施するのかを明確にして、他の政策との整合性を






たちが働く意欲を阻害するような社会制度は早急に見直していくことが必要となる。   34
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